
自己負担限度額について 

１か月の医療費の自己負担額が自己負担限度額を超えた場合、超えた額が高額療養費と

して支給されます。なお、住民税非課税世帯の方は、入院の際に「限度額適用・標準負担額

減額認定証」が必要です。 

月ごとの負担の上限額  

区分 
負担

割合 

１か月の自己負担限度額 

外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位） 

現役並み 

所得 
３割 

現役Ⅲ ２５２，６００円＋（医療費－８４２，０００円）×１％ （※１） 

現役Ⅱ １６７，４００円＋（医療費－５５８，０００円）×１％ （※２） 

現役Ⅰ ８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％ （※３） 

一定以上 

所得 
２割 一般Ⅱ 

１８，０００円 （※４） ５７，６００円 （※３） 

一般 

１割 

一般Ⅰ 

住民税   

非課税世帯 

区分Ⅱ 
８，０００円 （※４） 

２４，６００円 

区分Ⅰ １５，０００円 

※１・２・３  多数該当（過去１２か月に３回以上高額療養費の支給に該当し、４回目以降）場合の

自己負担限度額は、（※１）１４０，１００円、（※２）９３，０００円、（※３）４４，４００円となります。 

※４     １年間（８月１日から翌年７月３１日まで）のうち一般または住民税非課税であった月

の外来の自己負担額の合計が１４４，０００円を超えた場合は、その超える分を高額療養費（外来

年間合算）として申請のあった口座に振り込みます。 
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